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　「発達障害」とは、「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、
注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害があってその症状が通常低年齢に
おいて発現するもの」を指す。
　近年、高等教育機関に進学する学生の中で発達障害のある者、もしくは大学生活にさま
ざまな困りごとを抱える者が増えている。これに伴い、各教職員・学生間の個別的対応の
みならず、当該機関全体における組織的支援の必要性が高まっている。しかしながら、発
達障害についての一般的理解は未だ充分に深まっているとはいえず、当該学生への入学時
から卒業までの一貫した学習支援・生活支援の体制整備は遅れているといわざるをえない。
　本分科会においては、発達障害のある学生をとりまく現状について理解を深め、日常的
に支援にあたっている教職員の方々から具体的な取り組みの報告を受けた上で、高等教育
機関における発達障害のある人に対する組織的支援はいかにあるべきかについて、参加者
と共に検討していきたい。
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＜分科会のねらい＞
　「発達障害」とは、一般的に「自閉症、アスペルガー
症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意
欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害
があってその症状が通常低年齢において発現するも
の」（「発達障害者支援法第 2条」）を指す。
　近年、高等教育機関に進学する学生の中で発達
障害のある者、もしくは大学生活に様々な困りごとを
抱える者が増えている。これに伴い、各教職員間・
学生間の個別的対応のみならず、当該機関全体にお
ける組織的支援の必要性が高まってきているといえ
るだろう。
　しかしながら、発達障害についての一般的理解は
未だ充分に深まっているとは言えず、当該学生への
入学時から卒業までの一貫した学習支援・生活支援
の体制整備は遅れていると言わざるをえない。
　そこで、本分科会においては、発達障害のある学
生をとりまく現状について理解を深めるために、日常
的に支援にあたっている教職員の方々から具体的な
取り組みの報告を受けた上で、高等教育機関におけ
る発達障害のある人に対する組織的支援はいかにあ
るべきかについて参加者と共に検討することとした。

＜報告の概要＞
　まず午前中には、佐藤克敏氏（京都教育大学　
教育学部発達障害学科）より「発達障害のある学生
の支援」と題する基調報告をいただいた。

＜第7分科会＞

発達障害のある学生への組織的支援を考える

　発達障害は脳機能の障害といわれており、特有の
行動パターンがあると指摘されているが、その背景
はひとつではなく、診断には様々な困難性を伴うも
のである。いずれにしても、人格的問題や生育環境
等による問題としてのみでは語れない種類の問題で
ある。
　報告においては、国立特別支援教育総合研究所
の調査に基づき、発達障害のある学生が示す困難
事例およびその対応方法についての整理結果が示さ
れた。また、日本ＬＤ学会研究委員会の調査結果を
踏まえた支援課題についての整理も行われた。すな
わち、組織内における共通理解を図ることの重要性、
具体的なサポート体制の確立、マネジメント体制の
推進の必要性がある一方で、個人情報保護との関わ
りの中で、何をどのように重視していくのかを具体的
に検討していくことが課題であるとのことであった。
　何より、障害を理由とした「参加の制約」をなくす
ことが重要であり、そのために、合理的配慮を組織
的に行っていくことが強調された。また、大学入試
や日本語能力試験等で実施されている具体的対応
が例示され、従前に高等学校等で具体的な支援の
取り組みがなされていることを根拠として、合理的配
慮の対象か否かについて客観的に判断されている事
実が示された。
　一般的に自閉症の場合、自分を振り返ることが困
難であるが、支援者が一緒に解決策を検討すること
で効果的な学習支援サービスにつなげることが可能と

参 加 人 数 　 39 名
報 告 者
　第１報告者　　　　佐藤　克敏　（京都教育大学 教育学部発達障害学科 准教授）
　第２報告者　　　　浅原　千里　（日本福祉大学 社会福祉学部社会福祉学科 准教授）
　第３報告者　　　　片山　　愛　（立命館大学 特別ニーズ学生支援室）
　第４報告者　　　　細見　知代　（佛教大学 学生部）
コーディネーター
　　　　　　　　　　藤松　素子　（佛教大学 教授法開発室長 社会福祉学部 教授）
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なる。また、大学組織が当該学生を配慮していくこと
が、どうして大切なのかを本人に理解してもらうのが
より重要であることが強調された。

　午後は、各大学における取り組みについて3本の
報告を受けた。各報告の柱は、①大学の概要、②学
生への対応方法・支援体制、③組織的支援体制にお
ける現状と課題の３点を設定した。
　第１報告は、浅原千里氏による「日本福祉大学にお
ける発達障害のある学生の支援」であった。日本福
祉大学においては、配慮希望を申し出た学生の支援
体制として、入学前面談を実施し、個別学習支援計
画を作成した上で、上級生による学習アドバイスや講
義中のポイントテイク等の支援を展開している。連携・
協働している主な学内機関としては、障害学生支援セ
ンター、学生相談室、ソーシャルワーカー室がある。
教職員が支援にあたる際には、個人的な努力にとど
まらず、学内での連携を模索することが重要であり、
障害があることを理由として、学生の学習機会を奪わ
ないことを大切にする必要がある。また、学生自身の
自己認知への支援は丁寧に行うこと、大学教育のミッ
ションとして専門職養成だけでなく社会を担う市民を
育てるという観点の重要性が強調された。
　第２報告は、片山愛氏による「特性を持つ学生のた
めの連携支援～立命館大学での取り組み～」であった。
立命館大学では、大学全体での議論をベースとして、
2011年 4月に「特別ニーズ学生支援室」が開設され、
36000人弱の学生に対して、現在は、2名の職員がコー
ディネーターとして支援の中心を担っている。この特別
ニーズ学生支援室体制が確立したことにより、学生支
援のあり方として、個々の教職員が行う「点」としての
支援にとどまらず、学内機関が連携して行う「面」とし
ての支援の実施が可能となった。この体制整備により、
適切かつ均質化された支援が実現でき、困りごとを抱
える学生の発見を促進することとなっただけでなく、支
援者支援の体制につながり、問題の共有化、支援者
の孤立防止が可能となっていった。
　実際の支援においては、障害等の診断の有無に拘
泥するのではなく、正課を中心として学修をすすめてい
くために、当該学生の困りごとに着目した支援を展開
し、その記録を残し、合理的配慮に基づく支援を実
施できるように心がけている。支援では、ただ「でき

ないこと」を許容してしまうのではなく、ひとつでも多
く「できる」ようにして社会に送り出すことを目標に、
当該学生自身の自己理解を促す体制づくりを心がけて
いる。また、外部支援機関と連携して就労支援も進
めている。学内外の連携においては、集団守秘義務
という考え方を重視し、情報の取り扱いに関わる考え
方について、全学支援委員会での確認の上、運営し
ているとのことである。
　第 3 報告は、細見知代氏による「発達障がい学生
の支援について」であった。佛教大学は、通学課程
6800 名、通信課程13800 名の学生を擁しているが、
なんらかの障害や課題を抱えた学生に対しては、身
体状況報告書を作成し、保健管理室で保管した上で、
入学後に面接し相談体制を検討している。現在の支
援体制としては、学生部および学生相談室、保健管
理室等が主な窓口となっている。定例で開催される
学生支援連絡会には、学生部長、学生課長、学生
課担当職員、学生相談室長、専任カウンセラー、発
達障害専門カウンセラー、保健管理室長、看護師が
参加し情報共有を行っているが、個人情報保護の壁
に阻まれ、日常的に当該学生に関わっている各教員
への情報提供はできていないのが現状である。
　2012 年度より新事務機構が発足するにあたり、多
様な学生の支援体制を目的に学修支援室での窓口1
本化をはかるべく準備中である。学内のリソースを活
用して、教育学部、社会福祉学部、保健医療技術学
部の専任教員に対して、支援アドバイザー教員として
支援をあおぐことを想定している。今後の課題として
は、引き続き学内外の関連機関との連携強化、およ
び窓口になる職員へのケア体制の整備、学生のみな
らず、保護者の受容についての見極めと、保護者の
サポート体制の検討などがあげられる。

＜質疑応答＞
○佐藤氏の基調講演に対して
Ｑ：小規模大学で学内外に専門家が不在の場合、専
門家の判断のついていない段階で支援を実施す
ることは可能か？

Ａ： 必ずしも診断がついていなくても支援は可能だと
考える。本人の自覚を促すことが重要であり、学
生自身がメリットとなるような支援を受けることが
できればそれでよいのではないか。もちろん、大
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学としてのコンセンサスが得られなければ、対応
する個々人の負担にゆだねられてしまうので、そ
れは検討課題となる。

Ｑ：学生ボランティア等のサポーターが必要だと考え
るが、ボランティア採用にかかわる基準等はある
のか？事前研修等の有無は？サポーターに対して
どのような支援が必要か？

Ａ：サポーターのフォローは大切。ある大学では、教育
実習先の学校に臨床心理の院生が出向き、アス
ペルガー等の発達障害のある実習生に対する相
談を受けられるような体制をとっているそうであ
る。この例は組織的に行っている例であるが，多
くの場合教員が個別に対応していることが多く、
組織的な対応が充分とれているところは、未だあ
まりないのではないか。いずれにしても、サポー
ターをサポートしないと、支援体制が機能しない
のは間違いない。

Ｑ： 短大では、2年しかない中で、実習で免許取得を
目的に入学してくる学生が多い中、実習に行けな
いのは意味がないと考える学生・保護者が多い。
準備が整わないままに実習に出すリスクは大きい
が、どのように対応すればいいのか判断に困るこ
とがある。また、本人の困り感がないままに実習
を出すことの是非をどのように考えるべきか？実習
先にどのような情報を提供するべきなのか？

Ａ：実習先に情報提供しておくことは大切だが、書面で
何をどこまで知らせるのかについては検討を要する
問題を孕んでいるだろう。他方で、実習担当者の個
人判断というのでは責任をとりきれない場合も考えら
れるので、あらかじめ大学としての方針を決定し、学
生の情報については、何をどこまで出していくという
取決めをはっきりさせることが大切なのではないか。
　実習をしないという選択をする際に、自分が選
びうるその他の職業選択についての情報をもって
いないと踏み出せないのではないか。対応する教
職員がキャリアについての情報提供をしていきな
がら、学生の自己決定を促す対応をせざるをえな
い。たとえ免許をとったとしても適応できずに数
年で職場を離れる例も少なくないので、このよう
な情報についても提供することが重要であろう。

　もちろん、何らかのサポートでクリアできると
判断できるのなら実習してもらえるようにすること
が大前提であるが、卒業要件に教育実習がふくま
れているにもかかわらず、どうしても実習が困難だ
と判断される場合においては、しかるべき特別措
置を設けることも必要だろう。

Ｑ：発達障害等の診断を学生に受けてもらうメリット・
デメリットとはどのようなものか？

Ａ：いずれにしても、可能な限りの情報提供は必要
であろう。具体的なメリットとしては、就職に際し
て、障害枠での就職ができるのがひとつのメリッ
ト。診断等の書類があれば、入試における合理
的配慮も得られやすい。大学が特別なサポート
体制をもっていれば、それを活用できることもメ
リットのひとつになるだろう。何らかの実質的なメ
リットがセットになっていなければ、診断を受け
ることが意味をなさないことにもなりかねないが、
診断を受けたことで本人の自覚を促進する契機に
なることもありえる。
　デメリットとしては、たとえ就職できたとしても、
障害者枠だと通常雇用とは条件が異なるので、そ
れがデメリットにもなりえる。診断を受けて手帳
交付されたことにより就職に結びつき、就職先で
ジョブコーチ等のサポートが得られてはじめて、本
人にとって意味をなすといえよう。

Ｑ：学生に何らかの障害が認められる場合であったとし
ても、親がそれを認めない場合に、教員としてど
こまで踏み込んで、親の理解・サポートを要請で
きるのか？また、どこまで要請すべきか？

Ａ：たとえ親が受容できたとしても、その後のフォロー
がどこまでできるかという見通しがなければ、深く
踏み込むことは難しい。継続して面接できる環境
があれば親の状態を把握しながら、情報を提供し
たり、相談に応じることはできるかもしれない。大
学生ではないが，小中学校の児童生徒の教育相
談を行う場合には，親の状態を理解しながらどの
程度の情報提供を行うのかを判断をしている。

○午後の質疑応答
Ｑ：本学では、毎年、介護等実習、教育実習に各
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700 名前後の学生を送り出している。実習の要
件（前提科目の単位取得、ガイダンスの出席、諸
手続きを期間内に行う）を欠く者は送り出しを行
わないが、多くの気がかりな学生は、この要件は
クリアしている。実習先から事後に指摘を受ける
ことも毎年、数件はある。要件を欠いたことを理
由に断念させたケースもあるが、相談機関につな
がっておらず、周りが思うほどに本人が困ってい
ない場合、実習断念により目標がなくなり、学習
意欲の低下につながるケースもある。
　資格課程の実習の送り出し可否の判断基準を
どのように考えるか？辞退後のフォロー体制は
どのようになっているのか？

佐藤氏：私が所属する大学の場合は，前提科目の
単位取得、規定の単位取得と、事前参観への参
加のみが基準である。学内では各学科単位で実
習連絡委員が設置され、各学生の指導教員が明
確になるようにしている。１教員あたり 10 名
程度までを担当している。実際には、指導教員
や実習連絡委員が各学生の情報収集を行い、実
習先との連携や相談等を行う。実習中止になる
場合には卒業できないしくみになっているので、
できるかぎりのサポートを行い終了まで結びつ
ける。実習辞退後のフォローとしては、制度上
充分な体制がとれていないのが現状である。

浅原氏：日本福祉大学の社会福祉士実習において
は、ハードル科目の単位がとれていることが実
習送り出しの前提。また、実習事前科目の受講
状況、提出物が出されているか等が基準となっ
ている。これに加えて、来年度以降、社会的ルー
ルが守れるのか、時間を守れるのか、挨拶がで
きるか等を勘案して総合的に判断していくこと
を検討している。要件がクリアできれば、実習
を体験して自分の適性を認識できることが大切
だと考える。送り出せない際のフォローとして
は、キーパーソンが相談を継続し続けるように
配慮していくことが大切。

Ｑ： 通信教育は通学制とは異なり、学生と対面する
機会が少なく、学生の状況がわかりにくいとい
う問題があるが、貴学では、自学自習を中心と
する通信教育においてどのようなフォロー・ケ

アを行っているのか？
細見氏：以前、7年半ほど通信教育課程の学生課に
配属されていた。そこでは、他に専門的に対応す
る人がいない中、障害学生の対応を行っていた
経験がある。通信教育課程においては、テキスト
履修科目とスクーリング科目があるのだが、テキス
ト履修科目の科目最終試験が毎月行われている。
この際、地方会場においては特別な配慮はできて
いない為、たとえば時間延長等が必要な学生に
対しては、事前面接を行った上で、本学で受験を
してもらっている。直接、面接する中で、学生の
状況や要望を把握する機会となっている。

Ｑ：歯科衛生士養成の３年制の短大の教員。障害の質
とレベルによるが、いわゆる広汎性発達障害のある
学生に対しては、入学早期から「医療系は難しい」と、
進路変更を積極的に促した方がよいのかどうか？

佐藤氏：どのような関わりができるのかを検討する必要
があるだろう。以前、医学部の教員と話していた
のだが、医学部の場合、３年生の段階で臨床系
に行くのか、基礎系に行くのかを決めるという。
その際に、コミュニケーション等に課題を抱えた
学生に対しては基礎系に行くことを強く勧めるとの
ことであった。臨床系の場合は人に関わらざるを
えないが、基礎系であれば実験や研究を中心に
進めていけるので適応することも可能だろう。歯
科衛生士の場合でも、何かを作成するといった形
で、あまり人と関わらないで行えるものがあるのな
ら適応は可能だろう。いずれにしても「向いていな
いから辞めなさい」とは言えないので、本人が次
の進路・選択肢を自分で選べるように、一緒に
考えていく姿勢が重要なのではないか。

Ｑ：①社会福祉士になるための相談援助技術の取得が
困難であり、単位の付与は適切でないというケー
スはないのか？②利用者と施設職員に負担をかけ
ることとなるが、そのことはどうのように考えるか？
③学生のペースと一般的な実習期間、セメスター
配置等が一致しない場合、再履修や卒業延期は
行わないのか？

浅原氏：①については、学習が到達していなければ単位
は付与しない。②相手方への負担についてだが、
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あらかじめリスクが予想される場合には、事前に
実習先に相談するようにしている。その際に受入
れが難しいという回答であった場合には、別の実
習先を検討するようにしている。これは、発達障
害以外の障害学生への対応と同様である。③発
達障害にかぎらず、メンタルの問題を抱えた学生
で実習を連続して実施できない場合には、一般
の実習期間とは別に実習期間を設定することはあ
りえる。ただし、病気等の特別な事情でないかぎ
り、実習の再履修は認めておらず、その意味で卒
業の延期等にも対応していない。

Ｑ：①附属校連携の支援実践とは具体的に何か？
②見守り支援の必要なケースの持ち込みはどこか
ら、どのような形でなされるのか？どのように情報
を得て支援をするのか？③連携支援における「定
期ミーティング・メール」は実名で行うのか？④教
授会などにかかる場合には、個人情報をどのよう
に取り扱うのか？

片山氏：①附属校から進学する学生については、
連携のあり方を模索している。これまでは、附属
校で様々な援助を受けていたものの、大学進学
後は何ら支援をうけることができていなかった為
に、本人も家族も戸惑っていたケースがあった。
こうしたことを防ぐために、必要な情報交換を行
う体制を作りつつある。②見守り支援は、教員
から「レポートについての指導を行ってからゼミに
出てこなくなった」、「グループ学習をしている際に
いつもひとりでポツンとしている」といった相談が
きっかけとなり、始まる場合が多い。また、事務
室の窓口で、複数のことを指示されると理解でき
ない、何度も同じことを聞きに来るといった「気に
なる学生」について職員から相談があり、支援に
つながる場合もある。更に本学においては、オリ
ター・エンターという新入生を支援する学生のピア
サポート活動がある。このような先輩サポーターか
ら、クラスで気になる後輩についての相談が学部
事務室等にくる場合もある。こうしたケースでは、
いきなり特別ニーズ学生支援室が介入するのではな
く、まずは学部事務室を通じて、ゼミ等小集団
クラス担当の教員に、当該学生の様子をそれと
なく聞いてもらい状況を把握するという方法を

とっている。行動特性として発達障害が疑われる
ケース、また具体的な困りごとを特定し、それに
支援が有効であると判断した場合には、特別ニー
ズ学生支援室も加わって、当該学生と一緒に困り
ごとの解決策を考えるという手順をとる。③メー
ル上の名前はすべてイニシャル。特別に名前を知
らせる必要がある場合に限り、限定した関係者に
共有する。もちろん、ミーティングではどの学生
についての情報交換をしているのかについて関係
者は理解しているが、コアな情報については特別
ニーズ学生支援室および学部事務室のみで共有
するというのが原則である。④教授会で支援内容
を審議する案件は現状ではなく、これまでの教学
上の支援の範囲内で行っている。今後、そうした
場合においても、関係者の中では理解しているこ
とを前提に、おそらく仮名で取り扱うようになるの
ではないかと考える。

Ｑ：権利意識の強い学生が多い中、特別な援助を受け
ている学生がいることに対してクレームがでるこ
とはないのか？

佐藤氏：これまでは経験していない。今後のことを
考える際には、学内における支援の基準をつくる
こと、コンセンサスをえることは必要であろう。

浅原氏：日本福祉大学では聴いたことがない。支援が
必要な学生に一般学生が支援することは当然で
あるという風土が存在するためだと思われる。逆
に発達障害の診断がついて入学してきた学生か
ら、「なぜ自分が支援を受けなければいけない
のか？」というクレームを受けたという例はあっ
たと聞いている。診断の際「限りなく普通に近い
広汎性発達障害」という告知をうけた為に、学
生自身が支援の必要性を自覚していなかったと
考えられる。

片山氏：「どうして特別扱い？」というクレームはまだ
出ていない。しかし、発達障害学生が、他の
学生には説明をせず、また自分の発達特性によ
る困りごとをクローズにしたまま、支援をして欲
しいと教職員に要望し、その対応が「特別扱い」
として周囲の学生に指摘された場合は、教育的
にこの課題を考える必要があると思われる。大
学では何も説明せず特別に援助を受けること、
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またそのための環境を調整してもらうことは可能だ
が、社会に出れば、その支援の必要性について、
自分自身で周囲に説明する必要に迫られるからで
ある。もし、特定の学生に対する特別な援助に
関する疑問が周囲の学生から出てきた際には、そ
の発達障害学生と丁寧に話し合い、周囲の学生
に、自分の困りごとや、受けている援助の意味を
どのように説明できるかを一緒に考えることが重
要であると思われる。このようなきっかけを、セ
ルフアドボカシーの力をつけるチャンスとして受け
止めた上で、教育的支援を行いたい。

細見氏：本学ではこうした事例に出会った経験はない。
以前、非常勤講師から、ノートテーカーをつけて
いる聴覚障害のある学生に対して、「あの学生は
自分でノートも取らずにずるいじゃないか？！」と
クレームを受けたことがあった。この際には私か
ら聴覚障害について丁寧に説明を加えておいた。

＜分科会を終了して＞
　午前中の基調報告終了後だけでなく、午後の実践
報告終了後の質疑応答も時間いっぱいまで活発に行
われた。参加者各位は、それぞれの所属校において、
発達障害のある学生支援に対して多くの悩み・戸惑い
や、種々の課題を抱えておられることが推察された。
　発達障害のある学生に代表されるような、大学生
活全般における多様な「困り事」を抱えた学生は増加
の一途にある。障害の種別、病気の有無、個々の生
活歴、現在の人間関係等々は、当該学生を理解する
上で重要な情報であるのは言うまでもない。だからこ
そ、このナイーヴな個人情報をめぐる取り扱いについ
て、いずれの組織においても頭を悩まし、充分な情
報共有ができていないのが現状である。他方で、個
人の中に要因を見出すアプローチに加えて、当該学生
を主体にすえた上で、個々人が抱えている「困り事」
そのものの分析と、それを解決する具体的方法の検
討および実践がより重要であることを、本分科会にお
ける議論を通して明らかにすることができたのではな
いだろうか。
　すべての教職員が専門的な医学知識を有している
わけではない為、障害そのものに対する理解には限
界があるのはいうまでもない。しかしながら、同じコ
ミュニティで生活している同士という立場において、彼・

彼女らが、何にどう困っているのかについて、その声
に真摯に耳を傾け、解決に向けて共に考えていくこ
とは誰にでもできるはずである。まず、組織全体で、
その必要性について認識し、かつ、問題の解決が可
能であることを理解することが重要なのである。この
際に、彼・彼女らの行動特性について深い理解をも
つ専門家からアドバイスを受けられる環境があれば、
更に心強いことであろう。また、個々の教職員・学生・
院生が支援者として、根気強く丁寧に対応し続けて
いくことを可能にするためには、「支援者支援」のしく
みが不可欠となる。同時に、支援における様々な取
り決めも行っていくことが重要である。前述した個人
情報の取り扱い範囲と方法の確認、具体的な支援体
制・支援方法の原則、リスクマネジメント体制の確
立に向けた議論を組織的に取り組んでいくことが必
要であろう。
　何より、発達障害を代表とする障害のみを理由とし
て、学生の学ぶ権利を奪わないという原則を確認する
ことが必要であろう。「発達障害者支援法」第８条２
項では「大学及び高等専門学校は、発達障害者の障
害の状態に応じ、適切な教育上の配慮をするものとす
る」と謳っている。全ての構成員がこのことを再認識
し、適切な教育上の配慮を可能とする組織的な努力
を進めていくことが求められていることを改めて確認を
したい。本分科会における議論は、いずれの組織に
おける取り組みに対しても、多くの教訓や示唆を与え
てくれたものと考えている。
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発達障害のある学生の支援
京都教育大学 教育学部発達障害学科 准教授 佐藤　克敏
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日本福祉大学における発達障害のある学生の支援
日本福祉大学 社会福祉学部社会福祉学科 准教授 浅原　千里
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特性を持つ学生のための連携支援
～立命館大学での取り組み～

立命館大学 特別ニーズ学生支援室 片山　　愛
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発達障がい学生の支援について
佛教大学 学生部 細見　知代
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